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1994年 2009年 年平均成長率 1994年 2009年
年平均
成長率
情報サービス業 17,811 38,554 5.3% 542,157 1,099,659 4.8%
　 ソフトウェア業 11,338 31,031 6.9% 359,539 914,407 6.4%情報処理･提供サービス業 6,473 7,523 1.0% 182,618 185,252 0.1%
広告業 11,231 11,579 0.2% 143,078 134,036 －0.4%
専門サービス業 51,955 55,354 0.4% 241,348 278,075 0.9%
法律事務所･特許事務所 11,158 12,480 0.7% 42,921 63,429 2.6%
公認会計士事務所･税理士事務所 32,572 32,296 －0.1% 160,105 167,483 0.3%
デザイン業 8,225 10,578 1.7% 38,322 47,163 1.4%
その他事業サービス業 43,865 80,509 4.1% 1,144,629 2,231,841 4.6%
建物サービス業 15,643 28,624 4.1% 503,657 957,152 4.4%
警備業 5,465 8,357 2.9% 229,876 398,958 3.7%
他に分類されない事業サービス業 22,757 43,528 4.4% 411,096 875,731 5.2%

















































































































































































































 ①　「委託仕様書発行の有無」×「業務の見直し /業務標準化」 
 　　「委託仕様書発行の有無」×「委託の目的 /コスト低減」 






 ②　「委託業務情報の提供 /前後情報の提供」×「事前の不安 /委託先への過度の依存」 
 　　「委託の実際の問題点 /ノウハウの流出」×「委託の実際の効果 /業務量変動対応」 







 ③　「委託の実際の効果 /コスト低減」×「業務の見直し /業務標準化」 
　　 「委託の実際の効果 /コスト低減」×「委託の実際の効果 /開発スピード」 




 ④　「委託の目的 /コスト低減」×「委託の実際の効果 /コスト低減」 
　　 「委託の目的 /業務量変動」×「委託の実際の効果 /業務量変動」 
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